
対
象
者

③
経営管理実施権の設定を受
けることができる者として都道
府県から公表されている林業
者等

　農林漁業施設
　資金

森林取得資金
　相続等に必要
　な資金

　農林漁業施設
　資金

　林業基盤整備
　資金

農林漁業セーフ
ティネット資金

林業構造改善事業推進資金

　

林産物加工・流
通施設や高性能
林業機械等を導
入するのに必要
な資金

　
森林施業の集約
化を推進するた
め林地等を取得
するのに必要な
資金

 

相続等により森
林等の資産が分
散することを防
止するために必
要な資金

 

林産物加工・流
通施設や高性能
林業機械等を復
旧するのに必要
な資金

造林地や林道の
復旧に必要な資
金

林業経営の再建
に必要な資金

林産物加工・流通施設や高性
能林業機械等を導入するのに
必要な資金

融
資
機
関

民間金融機関 （株）日本政策金融公庫

利
子
助
成
対

象
額

（
※

２

）
上限５，０００万円 上限３億円

助
成
期
間

　　最長５年間
（ただし、償還終
了時まで）

　　　　　　　最長５年間
（経営管理実施権の設定を受
けた者は最長１０年間）
（ただし、いずれも償還終了時
まで）

助
成
率

最大２％

（
 

裏
 

面
 

に
 

つ
 

づ
 

く
 

）

上限３億円上限３億円

最長１０年間
（ただし、償還終了時まで）

最長１０年間
（ただし、償還終了時まで）

最大２％ 最大２％

全国木材協同組合連合会

「木材の生産・加工・流通体制を改善したい。」、「施業集約化のた
めに林地を取得したい。」、「自然災害により被害を受けた事業用
資産を復旧し経営を再建したい。」、「新型コロナウィルス感染症
の影響により悪化した経営の維持安定を図りたい。」などの林業
者等のこうした思いにお応えして、設備投資などに対する融資の
充実を図るのが「林業施設整備等利子助成事業」です。

こんなとき、借入金の利子を助成します。

（株）日本政策金融公庫 （株）日本政策金融公庫

　対象者、対象となる資金・融資機関・利子助成対象額・助成期間・助成率等は以下のとおりです。

①
林業経営基盤の強化等の促進のための資金の融通等に関する暫

定措置法に基づく

林業経営改善計画 又は 合理化計画の認定を受け
ている林業者等

②
自然災害により事業用資産が被害を受け、市町村長
から被害内容の証明を受けた林業者等

対
象
資
金

利　子　助　成　事　業

林　業　施　設　整　備　等



コロナ禍における
ウクライナ情勢に
伴う原油価格・物
価高騰等の影響を
受けた林業者

左記以外の林業
者等

　農林漁業施設
　資金

農林漁業セーフ
ティネット資金

事業の効率化、
経費の削減等を
図るための施設
の整備に必要な
資金

林業経営の維持
安定に必要な資
金

融
資
機
関

利
子
助
成
対

象
額

（
※

２

）

助
成
期
間

助
成
率

※１　

※２　

＜手続き＞

区分

資
金
の

借
入

申
請
書

の
提
出

※

　※　

（令和4年11月）

 林業経営の維持安定に必要な資
金

事業内容についての詳細は、全国木材協同組合連合会又は最寄りの都道府県木材協同組合連合会までお問い合わせ下さい。

（株）日本政策金融公庫

（独）農林漁業信用基金に相談の後、民間金融機関に借換資金の
借入れ申込み

全国木材協同組合連合会へ直接
　 ●　 ●

提出

申請書の様式は、全国木材協同組合連合会の「林業施設整備等利子助成事業の募集について」をご覧下さい。

上限３億円

最長１０年間
（ただし、償還終了時まで）

最大２％
                                                 最大２％
（対象資金の貸付利率が、既往債務の借入金の利率以下 かつ
年２％以下の場合）

対
象
者

右記以外の資金

（株）日本政策金融公庫 又は 民間金融機関（相続等に必要な資金）か
ら資金を借入

都道府県木材協同組合連合会などを経由
　 ●  ●

して、全国木材協同組合連

合会へ提出

債務の償還負担の軽減に必要な資金
（コロナ・ウクライナ対策借換資金）

債務の償還負担の軽減に必要な資金

新型コロナウィルス感染症の影響
を受けた林業者

⑤

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた林業者又はコロナ禍に
おけるウクライナ情勢に伴う原油価格・物価高騰等の影響を受け
た林業者で、一定の条件を満たす者（※１）
（詳細は、「借換資金」の募集をご覧下さい。）

対
象
資
金

全国木材協同組合連合会
〒１００ー００１４　東京都千代田区永田町２－４－３永田町ビル６階　　ＴＥＬ：０３－３５８０－３２１５

http://www.zenmokukyo.jp/

　民間金融機関
（（独）農林漁業信用基金による債務保証が必要）

上限３億円　又は 借換資金のいずれか低い額

最長５年間
（ただし、償還終了時まで）

コロナ・ウクライナ対策借換資金

④
社会的・経済的環境変化により経営状況が悪化し、その影響内容を証
明できる林業者等

農林漁業セーフティネット資金

利子助成上限額は、同一年度内で、（株）日本政策金融公庫資金は①、②、③及び④を通算して３億円、①の民間金融機関資金は５，０００万円、⑤の民間
金融資金は３億円です。また、貸付限度額は別途定められておりますので、詳しくは（株）日本政策金融公庫にお問い合わせ下さい。

「一定の条件を満たす者」とは、次の①～②の要件をすべて満たす林業者です。
 ①林業経営改善計画又は合理化計画の認定を受けている者若しくは育成経営体として都道府県に選定されている者
 ②個人にあっては林業所得が総所得の過半を占める者、法人にあっては当該法人の総売上高のうち林業に係る売上高が過半を占める者


